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総合評価 

成果は得られたが限定的であったと評価する。 

 本プロジェクトは、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）とスマート農業技術を

融合させ、エネルギー的・経営的に自立した農業地域を実現して、人口減少・高齢化社会

においても食糧生産の持続性を確保し、農業地域の脱炭素化を推進することを目的として

進められた。具体的には、自動操縦農機や最新型スマート電動農機をソーラーシェアリン

グによる電力で稼働させる「脱炭素スマート農地」を全国に展開し、若手新規就農者の増

加や農地面積の維持、農業生産能力の持続を図るとともに、環境価値の創出や ESG 投資

の誘導、実証実験や収量調査、経済性シミュレーション、制度・認証事業の開発を通じ

て、現実の社会課題の解決と持続的な農業地域のモデル形成を目指した。 

「脱炭素スマート農地」というビジョンを掲げ、営農型太陽光発電とスマート農業技術

の統合により農業地域の自立・持続可能性の確保と脱炭素化を目指した点は意義があった

と考える。稲作・大豆など複数作物の遮光率による収量比較や作業環境・熱中症リスクの

定量的分析、経済性シミュレーションおよびバーチャル PPA（電力販売契約）による環境

価値取引の試行は、農業分野における温暖化適応策や経営的自立性を検討する一つの可能

性を示した。全国の農業委員会調査・法人化と認証制度構築の準備、人材育成や社会的ア

ウトリーチ活動、協働実施者による政策提言会議等への参画も行われ、SDGs 達成やカー

ボンニュートラル実現に貢献し得る基盤構築への足掛かりになったと考える。 

一方で、主要技術であるソーラーシェアリング下での自動運転農機開発は断念せざるを

得ず、具体的な事業化・社会実装の計画やロードマップ、資金調達・責任体制、他地域展

開に必要な協働プロセスなどは現段階では曖昧で、その実現や実効性の検証は限定的であ

ったと考える。認証制度の設計や経済性シミュレーターの運用基準、副次的効果の評価指

標も未整備であり、成果の社会的インパクトの提示や社会課題解決策の実証は道半ばとい

える。 

今後は、これまで得られた科学的データやシミュレーション結果を体系化し、認証制度

や事業モデルの具体化、資金調達・責任体制の明確化と協働体制の強化を進めるととも

に、農業委員会、自治体、農業法人等の地域ステークホルダーを巻き込み、持続的かつ横



展開可能な社会実装モデルを構築することが望まれる。農家や新規就農者の受け皿形成、

実現可能なインセンティブ設計、制度的課題への提言等を通じて SDGs・カーボンニュー

トラル達成に資する社会的活動へと繋げ、研究会の一般社団法人化等による継続的活動推

進と、農業・再生可能エネルギー分野の両輪を担う共創事例としての発展を期待したい。 

 

 

項目評価  

１．研究開発プロジェクトの目的・目標の達成状況  

プロジェクトの目的・目標は限定的に達成されたと評価する。 

営農型太陽光発電とスマート農業技術を組み合わせた「脱炭素スマート農地」による農業

生産の持続可能性確保と脱炭素化に挑戦し、多面的な実証・分析を行った点は評価できる。

稲作・畑作での収量比較、作業環境データ収集、経済性シミュレーション、再生可能エネル

ギー電力の環境価値の購入事例の検証等を行い、温暖化適応策としての可能性や経営的自

立に関連した一つの知見を示した。特に、ソーラーシェアリング下での各種作物の栽培結果

については Nature 系の学術誌に掲載され、学術的には意義あるものであった。農業委員会

調査に基づく課題整理、認証制度・法人化計画や、農業関連のステークホルダーへの展開・

政策提言も検討されたことは、今後の事業化・普及の基盤になり得ると考える。 

一方で、自動操縦農機の実用面では、太陽光パネル下で GPS 信号遮蔽による制御困難が

判明し、当初技術目標の達成には至らなかった。事業化や社会実装に関しては、法人化や認

証の仕組み導入の検討が行われたものの、誰のために何を提供するのかといった具体的な

事業モデルや実装ユニットの構造が曖昧で、社会的課題と事業類型の対応関係が十分に明

示されなかった。社会実装のための定量的分析・目的達成の整理・基準も必ずしも十分とは

いえず、研究成果の社会的インパクトや課題解決策の効果実証は限定的であった。 

 

 

２．研究開発プロジェクトの今後の計画および展望 

プロジェクトの今後の計画および展望は描けているが限定的であると評価する。 

今後の事業計画としては、2025 年度中に「脱炭素スマート農地研究会」を一般社団法人

化し、認証制度の構築と情報提供事業を本格的に開始し、会員圃場での収量・作業環境調査

を継続することが予定されており、農業者への脱炭素スマート農地認証や相談事業の実施、

千葉大学等と連携した人材育成制度の全国展開、経済性シミュレーター提供や ESG 投資促

進による他地域展開の加速等を行い、これらを通じて全国での脱炭素スマート農地拡大と

社会的認知の定着を目指すというものである。 

2025 年度中の一般社団法人化を明確に掲げたこと、「脱炭素スマート農地研究会」を中核

に据え、営農型太陽光発電の要件や情報提供・相談事業、認証事業、政策提言など、事業・

制度両面での展開計画を提示している点は評価する。また、千葉県をはじめ複数地域での実



証試験の継続や農業者との共創という導入方針が明示されたこと、経済性シミュレーター

を活用した農業者主体の利用促進や、今後の法制度提言を視野に入れた展開方針が示され

たことは一定の意義があると考える。 

一方、事業計画の具体性には課題が残る。事業運営資金の持続性や実装段階のロードマッ

プ、人的リソース確保策が十分に示されておらず、また、他地域展開時のステークホルダー

合意形成や、民間投資を促進する仕組み、補助金依存度・リスクヘッジ策など、社会課題解

決の持続的展開に不可欠な具体的計画が不明確である。全体像や体系的な評価指標も未整

備であり、応用・普及段階へ移行するには課題が残ると考える。 

今後は、得られた実証データとシミュレーション結果を踏まえ、会員・地域の農業者と協

働して持続的な社会課題解決モデルの深化に取り組むことが期待される。事業化・他地域展

開には、具体的な資金調達計画、人的リソース拡充、ステークホルダー協調プロセスの設計

が不可欠であり、ビジョン実現のためには事業主体・実装ユニットの明確な定義と責任体制

が求められる。農業や再生可能エネルギー分野の共創事例として、SDGs の達成、社会的イ

ンパクト説明の強化、制度上の障壁低減など多面的な展開に期待したい。 

 

 

３．研究開発プロジェクトの計画・実施体制等の妥当性 

プロジェクトの計画・実施体制等は概ね妥当だったと評価する。 

研究代表者・協働実施者を中心に月例会議やテーマ別集会を実施し、一般社団法人化の方

針や経済性シミュレーターの構築など組織と計画の実施体制を整えたことは一定の評価が

できる。さらに、実証フィールドを地域ごとに展開し、農業委員会・農業法人へのアンケー

ト調査やフィードバックを通じて、研究成果を制度判断や現場ニーズと接続させる体制確

立を試みたことは、農業分野の社会実装を志向した実施体制として意義があったと考える。

ヤンマーアグリジャパン社や千葉大学学生等との産学連携、協働実施者による農林水産省

「望ましい営農型太陽光発電に関する検討会」での委員会活動への参加も行われ、今後の他

地域展開体制への土台作りが実施されたことは評価する。 

一方で、プロジェクトの意思決定プロセスや責任分担など実施体制の具体的な運用は曖

昧で、役割分担やリーダーシップが十分に機能したかどうかは不透明である。ステークホル

ダー連携についても、農業者や自治体・委員会との協働体制構築が遅れており、協定や資金

確保の実績についても限定的であったと考える。 

今後は、責任体制や実施主体を明示した体制の設計・強化が望まれる。農業委員会や自治

体との連携を進め、協定締結や資源配分、継続的な協働体制の確立を目指すことが求められ

る。また、全国的な人材育成ネットワークや認証制度の普及、政策提言の社会実装を進める

ことで、目標を達成し、農業・再エネ分野での横断的な共創モデルとして、より実効性と社

会的インパクトの高い体制への進化を期待する。 

 



 

4．その他 

なし 

 


